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報告第１号説明資料 

芦屋市市税条例新旧対照表 

（下線部分は，改正部分） 

改正後 改正前 

（市民税の納税義務者等） （市民税の納税義務者等） 

第13条 市民税は，第1号の者に対しては均等割額及び所得割額の合算

額によつて，第3号の者に対しては均等割額及び法人税割額の合算額

によつて，第2号及び第4号の者に対しては均等割額によつて，第5

号の者に対しては法人税割額によつて課する。 

第13条 市民税は，第1号の者に対しては均等割額及び所得割額の合算

額によつて，第3号の者に対しては均等割額及び法人税割額の合算額

によつて，第2号及び第4号の者に対しては均等割額によつて，第5

号の者に対しては法人税割額によつて課する。 

(1) 市内に住所を有する個人 (1) 市内に住所を有する個人 

(2) 市内に事務所，事業所又は家屋敷を有する個人で市内に住所を

有しない者 

(2) 市内に事務所，事業所又は家屋敷を有する個人で市内に住所を

有しない者 

(3) 市内に事務所又は事業所を有する法人 (3) 市内に事務所又は事業所を有する法人 

(4) 市内に寮，宿泊所，クラブ，その他これらに類する施設（以下

「寮等」という。）を有する法人で当該市内に事務所又は事業所

を有しないもの 

(4) 市内に寮，宿泊所，クラブ，その他これらに類する施設（以下

「寮等」という。）を有する法人で当該市内に事務所又は事業所

を有しないもの 

(5) 法人課税信託（法人税法（昭和40年法律第34号）第2条第29号

の2に規定する法人課税信託をいう。以下この節において同じ。）

の引受けを行うことにより法人税を課される個人で市内に事務所

又は事業所を有するもの 

(5) 法人課税信託（法人税法（昭和40年法律第34号）第2条第29号

の2に規定する法人課税信託をいう。以下この節において同じ。）

の引受けを行うことにより法人税を課される個人で市内に事務所

又は事業所を有するもの 

2・3 （省略） 2・3 （省略） 

（均等割の税率） （均等割の税率） 

第18条 （省略） 第18条 （省略） 

2 第13条第1項第3号又は第4号の者に対して課する均等割の税率は， 2 第13条第1項第3号又は第4号の者に対して課する均等割の税率は，
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改正後 改正前 

次の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ，それぞれ当該右欄に定め

る額とする。 

次の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ，それぞれ当該右欄に定め

る額とする。 

法人の区分 税率 

(1) 次に掲げる法人 

ア 法人税法第2条第5号の公共法人及び法第29

4条第7項に規定する公益法人等のうち，法第2

96条第1項の規定により均等割を課すること

ができないもの以外のもの（法人税法別表第2

に規定する独立行政法人で収益事業を行うも

のを除く。） 

イ 人格のない社団等 

ウ 一般社団法人（非営利型法人（法人税法第2

条第9号の2に規定する非営利型法人をいう。

以下この号において同じ。）に該当するもの

を除く。）及び一般財団法人（非営利型法人

に該当するものを除く。） 

エ 保険業法（平成7年法律第105号）に規定す

る相互会社以外の法人で資本金の額又は出資

金の額を有しないもの（アからウまでに掲げ

る法人を除く。） 

オ 資本金等の額（法第292条第1項第4号の5に

規定する資本金等の額をいう。以下この表及

び第4項において同じ。          

年額6万円 

法人の区分 税率 

(1) 次に掲げる法人 

ア 法人税法第2条第5号の公共法人及び法第29

4条第7項に規定する公益法人等のうち，法第2

96条第1項の規定により均等割を課すること

ができないもの以外のもの（法人税法別表第2

に規定する独立行政法人で収益事業を行うも

のを除く。） 

イ 人格のない社団等 

ウ 一般社団法人（非営利型法人（法人税法第2

条第9号の2に規定する非営利型法人をいう。

以下この号において同じ。）に該当するもの

を除く。）及び一般財団法人（非営利型法人

に該当するものを除く。） 

エ 保険業法（平成7年法律第105号）に規定す

る相互会社以外の法人で資本金の額又は出資

金の額を有しないもの（アからウまでに掲げ

る法人を除く。） 

オ 資本金等の額（法人税法第2条第16号  に

規定する資本金等の額又は同条第17号の2に

規定する連結個別資本金等の額（保険業法に

規定する相互会社にあつては，令第45条の3

の2に定めるところにより算定した純資産

年額6万円 
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改正後 改正前 

  ）を有する法人（法人税法別表第2に規定

する独立行政法人で収益事業を行わないもの

及びエに掲げる法人を除く。以下この表及び

第4項において同じ。）で資本金等の額が1,0

00万円以下であるもののうち，市内に有する

事務所，事業所又は寮等の従業者（俸給，給

料若しくは賞与又はこれらの性質を有する給

与の支給を受けることとされる役員を含む。）

の数の合計数（次号から第9号までにおいて

「従業者数の合計数」という。）が50人以下

のもの 

(2) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,000万円以下であるもののうち，従業者数の

合計数が50人を超えるもの 

年額14万4千円 

(3) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,000万円を超え1億円以下であるもののう

ち，従業者数の合計数が50人以下であるもの 

年額15万6千円 

(4) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,000万円を超え1億円以下であるもののう

ち，従業者数の合計数が50人を超えるもの 

年額18万円 

(5) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1億円を超え10億円以下であるもののうち，従

業者数の合計数が50人以下であるもの 

年額19万2千円 

(6) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1億円を超え10億円以下であるもののうち，従

年額48万円 

額））を有する法人（法人税法別表第2に規定

する独立行政法人で収益事業を行わないもの

及びエに掲げる法人を除く。以下この表  

   において同じ。）で資本金等の額が1,0

00万円以下であるもののうち，市内に有する

事務所，事業所又は寮等の従業者（俸給，給

料若しくは賞与又はこれらの性質を有する給

与の支給を受けることとされる役員を含む。）

の数の合計数（次号から第9号までにおいて

「従業者数の合計数」という。）が50人以下

のもの 

(2) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,000万円以下であるもののうち，従業者数の

合計数が50人を超えるもの 

年額14万4千円 

(3) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,000万円を超え1億円以下であるもののう

ち，従業者数の合計数が50人以下であるもの 

年額15万6千円 

(4) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,000万円を超え1億円以下であるもののう

ち，従業者数の合計数が50人を超えるもの 

年額18万円 

(5) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1億円を超え10億円以下であるもののうち，従

業者数の合計数が50人以下であるもの 

年額19万2千円 

(6) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1億円を超え10億円以下であるもののうち，従

年額48万円 
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改正後 改正前 

業者数の合計数が50人を超えるもの 

(7) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が10億円を超えるもののうち，従業者数の合計

数が50人以下であるもの 

年額49万2千円 

(8) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が10億円を超え50億円以下であるもののうち，

従業者数の合計数が50人を超えるもの 

年額210万円 

(9) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が50億円を超えるもののうち，従業者数の合計

数が50人を超えるもの 

年額360万円 

業者数の合計数が50人を超えるもの 

(7) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が10億円を超えるもののうち，従業者数の合計

数が50人以下であるもの 

年額49万2千円 

(8) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が10億円を超え50億円以下であるもののうち，

従業者数の合計数が50人を超えるもの 

年額210万円 

(9) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が50億円を超えるもののうち，従業者数の合計

数が50人を超えるもの 

年額360万円 

3 （省略）  3 （省略） 

4 資本金等の額を有する法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）

の資本金等の額が，資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出

資金の額に満たない場合における第2項の規定の適用については，同

項の表中「資本金等の額が」とあるのは，「資本金の額及び資本準

備金の額の合算額又は出資金の額が」とする。 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第46条 （省略） 第46条 （省略） 

2～5 （省略） 2～5 （省略） 

6 法人税法第81条の22第1項の規定によつて法人税に係る申告書を提

出する義務がある法人で同法第81条の24第1項の規定の適用を受け

ているものが，同条第4項の規定の適用を受ける場合には，当該法人

及び当該法人との間に連結完全支配関係（同法第2条第12号の7の7

に規定する連結完全支配関係をいう。第47条第3項及び第49条第2項

において同じ。）がある連結子法人（同法第2条第12号の7 に規定

6 法人税法第81条の22第1項の規定によつて法人税に係る申告書を提

出する義務がある法人で同法第81条の24第1項の規定の適用を受け

ているものが，同条第4項の規定の適用を受ける場合には，当該法人

及び当該法人との間に連結完全支配関係（同法第2条第12号の7の7

に規定する連結完全支配関係をいう。第47条第3項及び第49条第2項

において同じ。）がある連結子法人（同法第2条第12号の7の3に規定
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改正後 改正前 

する連結子法人をいう。第47条第3項及び第49条第2項において同

じ。）（連結申告法人（同法第2条第16号に規定する連結申告法人を

いう。第49条第2項において同じ。）に限る。）については，同法第

81条の24第4項の規定の適用に係る当該申告書に係る連結法人税額

（法第321条の8第4項に規定する連結法人税額をいう。以下この項及

び第49条第2項において同じ。）の課税標準の算定期間（当該法人の

連結事業年度に該当する期間に限る。第49条第2項において同じ。）

に限り，当該連結法人税額に係る個別帰属法人税額を課税標準とし

て算定した法人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割額につい

ては，当該連結法人税額について法人税法第81条の24第1項の規定の

適用がないものとみなして，第7条の規定を適用することができる。

する連結子法人をいう。第47条第3項及び第49条第2項において同

じ。）（連結申告法人（同法第2条第16号に規定する連結申告法人を

いう。第49条第2項において同じ。）に限る。）については，同法第

81条の24第4項の規定の適用に係る当該申告書に係る連結法人税額

（法第321条の8第4項に規定する連結法人税額をいう。以下この項及

び第49条第2項において同じ。）の課税標準の算定期間（当該法人の

連結事業年度に該当する期間に限る。第49条第2項において同じ。）

に限り，当該連結法人税額に係る個別帰属法人税額を課税標準とし

て算定した法人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割額につい

ては，当該連結法人税額について法人税法第81条の24第1項の規定の

適用がないものとみなして，第7条の規定を適用することができる。

附 則 附 則 

 （個人の市民税の寄附金税額控除額に係る申告の特例等） 

第15条 法附則第7条第8項に規定する申告特例対象寄附者（次項にお

いて「申告特例対象寄附者」という。）は，当分の間，第26条第1項

及び第2項の規定によつて控除すべき金額の控除を受けようとする

場合には，第29条第3項の規定による申告書の提出（第30条の規定に

より当該申告書が提出されたものとみなされる所得税法第2条第1項

第37号に規定する確定申告書の提出を含む。）に代えて，法第314条

の7第1項第1号に掲げる寄附金（以下この項及び次条において「地方

団体に対する寄附金」という。）を支出する際，法附則第7条第8項

から第10項までに規定するところにより，地方団体に対する寄附金

を受領する地方団体の長に対し，同条第8項に規定する申告特例通知

書（以下この条において「申告特例通知書」という。）を送付する

ことを求めることができる。 

第15条 削除 
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改正後 改正前 

2 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条におい

て「申告特例の求め」という。）を行つた申告特例対象寄附者は，

当該申告特例の求めを行つた日から賦課期日までの間に法附則第7

条第10項第1号に掲げる事項に変更があつたときは，同条第9項に規

定する申告特例対象年（次項において「申告特例対象年」という。）

の翌年の1月10日までに，当該申告特例の求めを行つた地方団体の長

に対し，施行規則で定めるところにより，当該変更があつた事項そ

の他施行規則で定める事項を届け出なければならない。 

3 申告特例の求めを受けた地方団体の長は，申告特例対象年の翌年の

1月31日までに，法附則第7条第10項の規定により申請書に記載され

た当該申告特例の求めを行つた者の住所（同条第11項の規定により

住所の変更の届出があつたときは，当該変更後の住所）の所在地の

市町村長に対し，施行規則で定めるところにより，申告特例通知書

を送付しなければならない。 

4 申告特例の求めを行つた者が，法附則第7条第13項各号のいずれか

に該当する場合において，同項前段の規定の適用を受けるときは，

前項の規定による申告特例通知書の送付を受けた市町村長は，当該

申告特例の求めを行つた者に対し，その旨の通知その他の必要な措

置を講ずるものとする。 

第15条の2 当分の間，所得割の納税義務者が前年中に地方団体に対す

る寄附金を支出し，かつ，当該納税義務者について前条第3項の規定

による申告特例通知書の送付があつた場合（法附則第7条第13項の規

定によりなかつたものとみなされる場合を除く。）においては，法

附則第7条の2第4項に規定するところにより控除すべき額を，第26条

第1項及び第2項の規定を適用した場合の所得割の額から控除するも
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改正後 改正前 

のとする。 

（読替規定） （読替規定） 

第16条 （省略） 第16条 （省略） 

2 法附則第15条第1項，第13項，第17項から第24項まで，第26項，第2

8項，第32項，第36項，第37項若しくは第42項，第15条の2第2項又は

第15条の3の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第142

条第2項中「又は第30項から第33項まで」とあるのは「若しくは第30

項から第33項まで又は法附則第15条から第15条の3まで」とする。 

2 法附則第15条第1項，第11項，第15項から第22項まで，第24項，第2

6項，第30項，第34項，第35項若しくは第40項，第15条の2第2項又は

第15条の3の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第142

条第2項中「又は第28項       」とあるのは「若しくは第28

項       又は法附則第15条から第15条の3まで」とする。 

（土地に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分の

固定資産税及び都市計画税の特例に関する用語の意義） 

（土地に対して課する平成24年度から平成26年度までの各年度分の

固定資産税及び都市計画税の特例に関する用語の意義） 

第17条 次条から附則第24条までにおいて，次の各号に掲げる用語の

意義は，それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

第17条 次条から附則第24条までにおいて，次の各号に掲げる用語の

意義は，それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

(1)～(8) （省略） (1)～(8) （省略） 

2 （省略） 2 （省略） 

（宅地等に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分

の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する平成24年度から平成26年度までの各年度分

の固定資産税の特例） 

第18条 宅地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の固

定資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，

当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該

価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）

に100分の5を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分

第18条 宅地等に係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の固

定資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が，

当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該

価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）

に100分の5を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分
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の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の

3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合には，

当該宅地等調整固定資産税額とする。 

の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の

3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合には，

当該宅地等調整固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成27年度から平成29

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整

固定資産税額が，当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から

第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるときは，当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額を超える場合にあつては，同項の規定にかかわらず，

当該固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成24年度から平成26

年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整

固定資産税額が，当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から

第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるときは，当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額を超える場合にあつては，同項の規定にかかわらず，

当該固定資産税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成27年度から平成29年

度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整固

定資産税額が，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に10分の2を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条

の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額に満たない場合にあつては，同項の規定にかかわらず，当該固

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成24年度から平成26年

度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は，当該宅地等調整固

定資産税額が，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に10分の2を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条

の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額に満たない場合にあつては，同項の規定にかかわらず，当該固
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定資産税額とする。 定資産税額とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7

以下のものに係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の固定

資産税の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等の当該年度

分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則

第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは，当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等据置固定資

産税額」という。）とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7

以下のものに係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の固定

資産税の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等の当該年度

分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は法附則

第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは，当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等据置固定資

産税額」という。）とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の固定資産税

の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗じて得た額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又

は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等調整固定資

産税額」という。）とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の固定資産税

の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗じて得た額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又

は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等調整固定資

産税額」という。）とする。 

（農地に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分の

固定資産税の特例） 

（農地に対して課する平成24年度から平成26年度までの各年度分の

固定資産税の特例） 

第19条 農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の固定

資産税の額は，当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が，当該

第19条 農地に係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の固定

資産税の額は，当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が，当該
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農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条

の3又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける農地

であるときは，当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）に，当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ，同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当

該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」とい

う。）を超える場合には，当該農地調整固定資産税額とする。 

農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の

課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条

の3又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける農地

であるときは，当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）に，当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ，同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当

該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」とい

う。）を超える場合には，当該農地調整固定資産税額とする。 

負担水準の区分 負担調整率 

0.9以上のもの 1.025 

0.8以上0.9未満のもの 1.05 

0.7以上0.8未満のもの 1.075 

0.7未満のもの 1.1 

負担水準の区分 負担調整率 

0.9以上のもの 1.025 

0.8以上0.9未満のもの 1.05 

0.7以上0.8未満のもの 1.075 

0.7未満のもの 1.1 

第21条 市街化区域農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年

度分の固定資産税の額は，前条の規定により算定した当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税額が，当該市街化区域農地の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に，当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格の3分の1の額に100分の5を乗じて得た額を加算した

額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第349

条の3又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける市

街化区域農地であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「市

第21条 市街化区域農地に係る平成24年度から平成26年度までの各年

度分の固定資産税の額は，前条の規定により算定した当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税額が，当該市街化区域農地の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に，当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格の3分の1の額に100分の5を乗じて得た額を加算した

額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第349

条の3又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける市

街化区域農地であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「市
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街化区域農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には，当

該市街化区域農地調整固定資産税額とする。 

街化区域農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には，当

該市街化区域農地調整固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成27年度から

平成29年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は，

当該市街化区域農地調整固定資産税額が，当該市街化区域農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の3分の1の額

に10分の2を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは，当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額に満たない場合にあつては，同項の規定にかかわら

ず，当該固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成24年度から

平成26年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は，

当該市街化区域農地調整固定資産税額が，当該市街化区域農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の3分の1の額

に10分の2を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3又は法附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは，当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額に満たない場合にあつては，同項の規定にかかわら

ず，当該固定資産税額とする。 

（宅地等に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分 

の都市計画税の特例） 

（宅地等に対して課する平成24年度から平成26年度までの各年度分 

の都市計画税の特例） 

第25条 宅地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都

市計画税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が，

当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の都市計画税につい

て法第702条の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。）に100分の5を乗

じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15

条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれ

第25条 宅地等に係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の都

市計画税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が，

当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の都市計画税につい

て法第702条の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該価

格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。）に100分の5を乗

じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15

条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれ
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らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計

画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」という。）を超える場合

には，当該宅地等調整都市計画税額とする。 

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計

画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」という。）を超える場合

には，当該宅地等調整都市計画税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成27年度から平成29

年度までの各年度分の宅地等調整都市計画税額は，当該宅地等調整

都市計画税額が，当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又

は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額を超える場合にあつては，前

項の規定にかかわらず，当該都市計画税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成24年度から平成26

年度までの各年度分の宅地等調整都市計画税額は，当該宅地等調整

都市計画税額が，当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又

は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額を超える場合にあつては，前

項の規定にかかわらず，当該都市計画税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成27年度から平成29年

度までの各年度分の宅地等調整都市計画税額は，当該宅地等調整都

市計画税額が，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき価格に10分の2を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又は法附

則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした

場合における都市計画税額に満たない場合にあつては，第1項の規定

にかかわらず，当該都市計画税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成24年度から平成26年

度までの各年度分の宅地等調整都市計画税額は，当該宅地等調整都

市計画税額が，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき価格に10分の2を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又は法附

則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした

場合における都市計画税額に満たない場合にあつては，第1項の規定

にかかわらず，当該都市計画税額とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7 4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7
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以下のものに係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市

計画税の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等の当該年度

分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3（第20項を

除く。）又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは，当該課税標準額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

以下のものに係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の都市

計画税の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等の当該年度

分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3（第20項を

除く。）又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは，当該課税標準額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税

の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準額となるべき価格に10分の7を乗じて得た

額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3

（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超える

ものに係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の都市計画税

の額は，第1項の規定にかかわらず，当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準額となるべき価格に10分の7を乗じて得た

額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3

（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは，当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

（農地に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分の 

都市計画税の特例） 

（農地に対して課する平成24年度から平成26年度までの各年度分の 

都市計画税の特例） 

第26条 農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市

計画税の額は，当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が，当該

農地に係る当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の

課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条

第26条 農地に係る平成24年度から平成26年度までの各年度分の都市

計画税の額は，当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が，当該

農地に係る当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の

課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条
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の3（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15条の3までの規定

の適用を受ける農地であるときは，当該課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）に，当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ，同表の右欄に掲げる負担調整率

を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「農地調整

都市計画税額」という。）を超える場合には，当該農地調整都市計

画税額とする。 

の3（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15条の3までの規定

の適用を受ける農地であるときは，当該課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）に，当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ，同表の右欄に掲げる負担調整率

を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「農地調整

都市計画税額」という。）を超える場合には，当該農地調整都市計

画税額とする。 

負担水準の区分 負担調整率 

0.9以上のもの 1.025 

0.8以上0.9未満のもの 1.05 

0.7以上0.8未満のもの 1.075 

0.7未満のもの 1.1 

負担水準の区分 負担調整率 

0.9以上のもの 1.025 

0.8以上0.9未満のもの 1.05 

0.7以上0.8未満のもの 1.075 

0.7未満のもの 1.1 

第28条 市街化区域農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年

度分の都市計画税の額は，前条の規定により附則第20条の規定の例

により算定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税

額が，当該市街化区域農地の当該年度分の都市計画税に係る前年度

分の都市計画税の課税標準額に，当該市街化区域農地に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格の3分の2の額に100分

の5を乗じて得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又は法附則

第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける市街化区域農地で

あるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき額とした場合における都市計画税額（以下「市街化区域農地

第28条 市街化区域農地に係る平成24年度から平成26年度までの各年

度分の都市計画税の額は，前条の規定により附則第20条の規定の例

により算定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税

額が，当該市街化区域農地の当該年度分の都市計画税に係る前年度

分の都市計画税の課税標準額に，当該市街化区域農地に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格の3分の2の額に100分

の5を乗じて得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又は法附則

第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける市街化区域農地で

あるときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき額とした場合における都市計画税額（以下「市街化区域農地
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調整都市計画税額」という。）を超える場合には，当該市街化区域

農地調整都市計画税額とする。 

調整都市計画税額」という。）を超える場合には，当該市街化区域

農地調整都市計画税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成27年度から

平成29年度までの各年度分の市街化区域農地調整都市計画税額は，

当該市街化区域農地調整都市計画税額が，当該市街化区域農地に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格の3分の2の額

に10分の2を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又は法附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受ける市街化区域農地であると

きは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市

街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額に満たない場合にあつては，前

項の規定にかかわらず，当該都市計画税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成24年度から

平成26年度までの各年度分の市街化区域農地調整都市計画税額は，

当該市街化区域農地調整都市計画税額が，当該市街化区域農地に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格の3分の2の額

に10分の2を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3（第20項を除く。）又は法附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受ける市街化区域農地であると

きは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市

街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額に満たない場合にあつては，前

項の規定にかかわらず，当該都市計画税額とする。 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第29条 附則第18条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地等

（附則第17条第2号に掲げる宅地等をいうものとし，法第349条の3，

第349条の3の2又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用が

ある宅地等を除く。）に対して課する平成27年度から平成29年度まで

の各年度分の特別土地保有税については，第120条第1号及び第124条

の5中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とある

のは，「当該年度分の固定資産税に係る附則第18条第1項から第5項ま

でに規定する課税標準となるべき額」とする。 

第29条 附則第18条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地等

（附則第17条第2号に掲げる宅地等をいうものとし，法第349条の3，

第349条の3の2又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用が

ある宅地等を除く。）に対して課する平成24年度から平成26年度まで

の各年度分の特別土地保有税については，第120条第1号及び第124条

の5中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とある

のは，「当該年度分の固定資産税に係る附則第18条第1項から第5項ま

でに規定する課税標準となるべき額」とする。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成1

8年1月1日から平成30年3月31日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については，第120条第2号中「不動産取得税の課

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成1

8年1月1日から平成27年3月31日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については，第120条第2号中「不動産取得税の課
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税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格（法附則第11条の5第1項の規定の適用がないものとした

場合における課税標準となるべき価格をいう。）に2分の1を乗じて

得た額」とし，「令第54条の38第1項に規定する価格」とあるのは「令

第54条の38第1項に規定する価格（法附則第11条の5第1項の規定の適

用がないものとした場合における価格をいう。）に2分の1を乗じて

得た額」とする。 

税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格（法附則第11条の5第1項の規定の適用がないものとした

場合における課税標準となるべき価格をいう。）に2分の1を乗じて

得た額」とし，「令第54条の38第1項に規定する価格」とあるのは「令

第54条の38第1項に規定する価格（法附則第11条の5第1項の規定の適

用がないものとした場合における価格をいう。）に2分の1を乗じて

得た額」とする。 

3～5 （省略） 3～5 （省略） 

芦屋市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年芦屋市条例第１６号）新旧対照表 

（下線部分は，改正部分） 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

（施行期日） （施行期日） 

第1条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げ

る規定は，当該各号に定める日から施行する。 

第1条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げ

る規定は，当該各号に定める日から施行する。 

(1)・(2) （省略） (1)・(2) （省略） 

(3) 第1条中芦屋市市税条例第93条の改正規定（三輪のもの及び四

輪以上のものに係る部分に限る。）並びに附則第4条第1項及び第6

条（第1条の規定による改正後の芦屋市市税条例（以下「新条例」

という。）附則第30条に係る部分を除く。）の規定 平成27年4月

1日 

(3) 第1条中芦屋市市税条例第93条の改正規定          

                並びに附則第4条   及び第6

条（第1条の規定による改正後の芦屋市市税条例（以下「新条例」

という。）附則第30条に係る部分を除く。）の規定 平成27年4月

1日 

(4) （省略） (4) （省略） 
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改正後 改正前 

(5) 第1条中芦屋市市税条例第13条，第46条，第49条第1項，第93条

（三輪のもの及び四輪以上のものに係る部分を除く。）並びに

 附則第30条の改正規定並びに次条第5項，附則第4条第2項，第5

条及び第6条（新条例附則第30条に係る部分に限る。）の規定 平

成28年4月1日 

(5) 第1条中芦屋市市税条例第13条，第46条，第49条第1項及び  

 附則第30条の改正規定並びに次条第5項，附則第5条      

 及び第6条（新条例附則第30条に係る部分に限る。）の規定 平

成28年4月1日 

(6)・(7) （省略） (6)・(7) （省略） 

 （軽自動車税に関する経過措置）  （軽自動車税に関する経過措置） 

第4条 新条例第93条（三輪のもの及び四輪以上のものに係る部分に限

る。）の規定は，平成27年度以後の年度分の軽自動車税について適

用し，平成26年度分までの軽自動車税については，なお従前の例に

よる。 

第4条 新条例第93条                      

   の規定は，平成27年度以後の年度分の軽自動車税について適

用し，平成26年度分までの軽自動車税については，なお従前の例に

よる。 

2 新条例第93条（三輪のもの及び四輪以上のものに係る部分を除く。）

の規定は，平成28年度以後の年度分の軽自動車税について適用し，

平成27年度分までの軽自動車税については，なお従前の例による。 
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